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【固 定 負 債】

長 期 リー ス 債 務

円
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204,200

2,280,900
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負 債 の 都 合 計 142,642,975

純 資 産 の 部

【株 主 資 本】

(資   本   金 )

資   本   金

(利 益 剰 余 金 )

利 益 準 備 金
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65,543,035】

201000,000)

20,000,000

45,543,035)

770,000
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純 資 産 合 計 65,543,035

資 産 合 計 208,186,010 負 債 純 資 産 合 計 208,186,010



個  別  注  記  表
自 令和 2年  1月  1日
至 令和 2年 12月 31日

I.こ の計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によつて作成しています。

Ⅱ.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1,資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法

2.固定資産の減価償却の方法

①器具備品  法人税法の規定による定率法

②リース資産 法人税法の規定によるリース期間定額法

3.引 当金の計上基準
貸倒引当金    債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法

人税法の規定による法定繰入率により計上するほか、個々の

債権の回収可能性を勘案して計上しています。

4。 その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① リース取引の処理方法

。平成20年 4月 1日 以降契約の所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の売買取引に準じた会計処理によつています。

・平成20年4月 1日 前契約の所有権移転ファイナンス・リース取引

引続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によつています。

② 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によつています。

Ⅲ.貸借対照表に関する注記

1。 有形固定資産の減価償却累計額

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記
1。 当該事業年度の末日における発行済株式の数

11,577,761円

40,000株

V。 一株当たり情報に関する注記
1.純資産額 1,638円

196円2.当 期純利益額


